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　令和３年度の当初予算の総額は、一般会計と特別会計を合わせて総額９２８億６，４７３万円で、前年度当初予算額に比べ
て２９億４，５４４万円（３．１％）の減となっています。
　一般会計の当初予算は６２７億２，０００万円で、前年度当初予算額に比べて２７億３，０００万円（４．２％）の減となっていま
す。

627億2,000万円令和3年度
一般会計当初予算

各会計当初予算

▼一般会計歳入の内訳� （単位：千円）

▼一般会計歳出の内訳（目的別）� （単位：千円）

■市税収入（予算額）の推移� （単位：百万円）

■主な歳出予算の推移（性質別）� （単位：百万円）

（単位：千円）

歳出

歳入

歳入
６２,７２０,０００
（１００．０％）

歳出
６２,７２０,０００
（１００．０％）

市債
４,８０５,７００
（７．７％）

総務費
６,５７５,２９２
(１０．５%)

その他
５２８,５２０
(０．８%)

消防費
２,１３３,６５６
(３．４%)

民生費
３６,２０７,３４６
(５７．７%)

衛生費
４,３０３,０８４
(６．９%)

土木費
４,８６４,３５６
(７．８%)

教育費
２,５７１,３１７
(４．１%)

公債費
５,５３６,４２９
(８．８%)

市税
２０,８５２,５７５
(３３．２％）

国・府支出金
２１,８９３,４０３
(３４．９％）

２５,０００
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５,０００

０

３年度２年度

平成
２４年度

平成
２４年度

２５年度

２５年度

２６年度

２６年度

２７年度

２７年度

２８年度

２８年度

２９年度

２９年度

３０年度

３０年度

令和
元年度

令和
元年度

３年度２年度

その他の税

法人市民税

個人市民税

固定資産税・
都市計画税

地方交付税
７,３７０,０００
（１１．８％） 地方譲与税など

４,８３３,４３５
（７．７％）

諸収入
８５９,３０６
(１．４%)

使用料など
８２４,０８２
(１．３%)
その他

１,２８１,４９９
(２．０%)

１,８９１ １,９１７ １,９０６１,９８３ ２,０７３ ２,０１１ １,９７８ １,９４７ １,９７０ １,８９９

１１,１４１

７,５３８ ７,１２７

１５,９４９ １６,２４３
１７,３４６ １６,７１１１７,４２９

１５,６７４
１６,３５３

６,２８４

１６,５２７

１６,３１７

９,３５８

７,９５９
９,２４１

１２,５０１ １２,９３７ １５,６１２

１７,２０９
１８,９６０

２０,７３６

９,２８６ ８,８１０
７,９７１

８,１８１

６,７３６

１０,０１９

１６,０８０

６,４９１ ５,７６５６,８５１ ７,０１５
６,２７０

６,７６９
７,３８５ ７,０５０

６,４０６

７,２７９
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６,９７２
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７,１６７

５,５３６
３,１７０

５,２６２
１,１３１

５,５４６

６,７７０
６,２３５６,９１７

４,８９２
１,０６７

公債費

物件費人件費

扶助費

補助費等

建設事業費 ３,５２７

１１,１１３ １０,８９０１１,５１２ １１,１０８ １１,３１３ １１,１６９ １１,００２ １１,１２３ １０,９０７

１,６５５ １,４３６ １,０５４１,５０３ １,３２０ １,５８２ １,５６７ １,３６５ １,５６０ １,６５２

７,２５１ ７,５４９ ７,００３６,６７２ ６,３８３ ６,５０９ ６,６１０ ６,９５５ ７,０１６ ７,２３０

　市税は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
による影響を受け、前年度比１１億６，２４７万円（５．
３％）の減となりました。主な内訳としては、個人
市民税および法人市民税が減少し、市民税全体で
９億２，８２８万円（１０．３％）の減となりました。また、
固定資産税は、３年ごとの評価替えや中小事業者
等への軽減措置などにより１億７，５８７万円（１．９％）
の減となりました。
　国・府支出金は、さくら小学校新築事業の完了
や生活保護事業の減などにより、前年度比２億１，１
５７万円（１．０％）の減となりました。
　財産収入は、未利用地売却などの減により、前
年度比８億２，７９７万円（５５．１％）の減となりました。

　人件費は、定員適正化計画に基づき職員数が減少することなどから、前年度比４億５，１８０万円（６．７％）の減と
なりました。
　扶助費は、生活保護費において生活保護事業の一層の適正化や就労支援などによる受給者数の減少が見込ま
れ、３億１，９２５万円(３．１％ )の減となり、全体では前年度比４億６６４万円（２．５％）の減となりました。
　補助費等は、主に障がい児通所支援事業、高齢者の医療の確保に関する法律に基づく医療費負担金などの社
会保障経費の増により、全体で前年度比２億２，２１０万円（１．１％）の増となりました。
　建設事業費は、さくら小学校新築事業の完了による皆減などにより、全体では１３億６，５５１万円（２７．９％）の
減となりました。
　公債費は、前年度比１億９，６７３万円（３．４％）の減となりました。

　令和３年度当初予算案においては、過去からの徹底した行財政改革による成果に加え、施策の「選択と集中」を図る
ことにより、コロナ禍における市税収入等の歳入不足に対応しつつ、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止およ
び市民生活・事業者活動の支援を図る一方で、市民福祉の向上と将来に向けたまちづくりのための施策を展開しました。
　主な事業としては、「子育て世代への支援」として、子ども医療費助成制度を１８歳まで対象を拡充するとともに、民
間保育士緊急確保支援事業などにより幼児教育・保育の量を確保し、質を向上させる取り組みを進めます。就学後も
全ての市立中学校等において学力向上に向けた放課後等学習支援事業を開始するなど、教育の充実を図ります。また、
安全安心で魅力ある将来のまちづくりを見据え、防災機能を備えた旧よつば小学校跡地公園整備事業や土居公園再整
備事業の実施などにより、「いつまでも住み続けたいまち」の実現を目指します。
　今後も将来の市政の礎となる強固な財政基盤を構築できるよう、規律ある財政運営に努めてまいります。

問財政課���℡０６－６９９２－１４０２

◆主な歳出予算の推移（性質別）の説明
人件費 市職員の給料や退職手当などに要する費用
扶助費 児童手当の支給や、生活保護受給者や障がいのある人への支

援などに要する費用
物件費 消耗品、光熱水費、リース料などの消費的性質をもつ費用や、

業務委託などに要する費用
建設
事業費

小・中学校、道路・公園などの公共施設の建設・改良などに
要する費用

補助費
等

市から他の団体、法人などに対する補助金、負担金などに要
する費用

◆歳出の内訳（目的別）の説明
総務費 戸籍・住民登録、徴税、庁舎・普通財産の維持管理、全般的な

管理事務などに要する費用
民生費 高齢者福祉、障がい者福祉、子育て支援、児童手当、生活保

護などに要する費用
衛生費 予防接種、健康診査、ごみの処理などに要する費用
土木費 道路、下水道、公園の建設・改良、維持管理などに要する費用
教育費 小・中学校の運営および施設維持管理などに要する費用
公債費 市債の元利償還金、一時借入金の利子償還金
消防費 消防、火災予防、災害対策などに要する費用
その他 議会運営、農業・商業振興などに要する費用

会計名 令和３年度 令和２年度 増減額
一般会計 ６２,７２０,０００ ６５,４５０,０００ △�２,７３０,０００

特
別
会
計

国民健康保険事業会計 １５,７９８,０００ １５,６９６,０００ １０２,０００
後期高齢者医療事業会計 ２,２９２,０００� ２,２２７,０００ ６５,０００
公共用地先行取得事業会計 ５７６,０００ ３１４,０００ ２６２,０００

小計 １８,６６６,０００ １８,２３７,０００ ４２９,０００
水道事業会計 ４,３７９,８１７ ４,６１６,９９７ △�２３７,１８０
下水道事業会計 ７,０９８,９１７ ７,５０６,１７９ △�４０７,２６２

特別会計合計 ３０,１４４,７３４ ３０,３６０,１７６ △�２１５,４４２
総計 92,864,734 95,810,176 △�2,945,442


